
令和７年４月現在

【システム】
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県費 ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○

県費 ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○

県費

市町村費

県立大学・
埼玉宿泊所

県費 ○ ○ ○ 〇

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○

県費 ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○

県費 ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○

県費 ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○

６．会計年度任用
    職員（常勤）

○
該当者 ・被扶養者がいる場合は、別表２－（１）「被扶養者認定手続提出書類一覧表」の書類を提出してください。

・公務員共済組合の老齢（退職）又は障害の年金を受給されている方の場合、「年金受給権者再就職届書」の提出
が必要です。（注２・注５）
・「退職慰労金」は共済・互助会の資格喪失時に支給対象となります。請求書を提出してから引き続き左記の採用
が決まった方については短期給付担当（０４８－８３０－６６９６）へ御連絡ください。
・公立学校共済組合埼玉支部の任意継続組合員が再度資格取得する場合は、事実発生日時点で有効な任意継続組合
員証・資格確認書をお持ちの場合のみ、これらの提出が必要になります○

該当者

・有効期限内の組合員証等・資格確認書はそのまま使用できます。互助会員の資格は、そのまま引き続きます。
・夫婦共同扶養で、収入の比較により主たる扶養者でなくなる場合や、子について扶養手当が配偶者側から支給される場合は、扶養替えの
手続が必要になる場合があります（「別表３　 登録事項の変更手続提出書類等一覧表」参照）。
・被扶養者を引き続き扶養する場合は、６月に実施する検認において収入確認を行います（４月時点での継続認定手続は不要です）。
・「退職慰労金」は共済・互助会の資格喪失時に支給対象となります。請求書を提出してから引き続き左記の採用が決まった方については
短期給付担当（０４８－８３０－６６９６）へ御連絡ください。
・任意継続の事前申告をした職員については、任意継続の取消手続が必要です。　　　　　   手続はありません。

　　　　　   手続はありません。

　　　　　   手続はありません。

別表１－（１－１）　 組合員資格取得手続提出書類一覧表

        　　　   出　　　　　　　　　　　　書　　　　　　　　　　　　類　　　

そ
の
他
の
書
類
等

　　　（注１）　　　　　　　提　　　　　　　

  個人番号提出目的以外の書類等に個人番号（マイナンバー）の記載がある場合は、
  番号を隠してコピーしたものを提出してください。

一般

１．本採用　 一般組合員の資格を取得するとき

２．任期付職員
　　（常勤）

一般組合員の資格を取得するとき

３．再任用職員
　　（常勤）

引き続き再任用職員（常勤）に
なったとき

共済組合員の資格を喪失した後、
期間を空けて再任用職員（常勤）
になったとき

所属により次の提出先に提出してください。
市町村費：市町村教育委員会、県立大学・埼玉宿泊所：福利課
さいたま市立学校の職員はさいたま市教育委員会で作成するため、提出は不要です。
様式は年金を決定した共済組合が定めるものを使用してください。公立学校共済組合の様式は、共済組合本部の
ホームページ(https://www.kouritu.or.jp/nenkin/download/index.html)からダウンロードしてください。
未提出の場合は、年金が過払いとなり、後から返還が必要となることがありますので御注意ください。

短期組合員の資格を
取得するとき

(注１)

(注２)

(注３)

県立学校・課所館については、表中に【システム】の記載があるものは総務事務システムにより申請してく
ださい。表中【番号】は総務事務システムの該当様式番号です。
「年金加入期間等報告書」、「年金受給権者再就職届書」の記入について、御不明な点は、福利課年金担当
（０４８－８３０－６６８８）へお問合せください。
採用辞令で週当たりの所定勤務時間や報酬月額がわからない場合に提出してください。

(注４)

(注５)

短期

４．短時間勤務職員
　　・任期付
　　・再任用
　　・会計年度任用

短期組合員の資格を
取得するとき

５．臨時的任用職員

○
該当者

・被扶養者がいる場合は、別表２－（１）「被扶養者認定手続提出書類一覧表」の書類を提出してください。
・公務員共済組合の老齢（退職）又は障害の年金を受給されている方の場合、「年金受給権者再就職届書」の提出
が必要です。（注２・注５）
・公立学校共済組合埼玉支部の任意継続組合員が再度資格取得する場合は、事実発生日時点で有効な任意継続組合
員証・資格確認書をお持ちの場合のみ、これらの提出が必要になります。

・被扶養者がいる場合は、別表２－（１）「被扶養者認定手続提出書類一覧表」の書類を提出してください。
・「退職慰労金」は共済・互助会の資格喪失時に支給対象となります。請求書を提出してから引き続き左記の採用
が決まった方については短期給付担当（０４８－８３０－６６９６）へ御連絡ください。
・公立学校共済組合埼玉支部の任意継続組合員が再度資格取得する場合は、事実発生日時点で有効な任意継続組合
員証・資格確認書をお持ちの場合のみ、これらの提出が必要になります。

・被扶養者がいる場合は、別表２－（１）「被扶養者認定手続提出書類一覧表」の書類を提出してください。
・「退職慰労金」は共済・互助会の資格喪失時に支給対象となります。請求書を提出してから引き続き左記の採用
が決まった方については短期給付担当（０４８－８３０－６６９６）へ御連絡ください。
・公立学校共済組合埼玉支部の任意継続組合員が再度資格取得する場合は、事実発生日時点で有効な任意継続組合
員証・資格確認書をお持ちの場合のみ、これらの提出が必要になります。

・被扶養者がいる場合は、別表２－（１）「被扶養者認定手続提出書類一覧表」の書類を提出してください。
・「退職慰労金」は共済・互助会の資格喪失時に支給対象となります。請求書を提出してから引き続き左記の採用が決まった
方については短期給付担当（０４８－８３０－６６９６）へ御連絡ください。
・公立学校共済組合埼玉支部の任意継続組合員が再度資格取得する場合は、事実発生日時点で有効な任意継続組合員証・資格
確認書をお持ちの場合のみ、これらの提出が必要になります。

※１３月目からは「一般組合員」になるため、組合員種別変更の手続が必要になります。
　別表１－（３）「組合員種別変更手続提出書類一覧表」参照。

短期組合員の資格を
取得するとき

任用期間が

１月～１２月目まで
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他支部（一般）→埼玉支部（一般） 県費 ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○

他支部（短期）→埼玉支部（一般） 県費 ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○

県費 ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○

他支部（一般）→埼玉支部（短期） 県費 ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○

他支部（短期）→埼玉支部（短期） 県費 ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○

県費 ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○

そ
の
他
の
書
類
等

・被扶養者がいる場合は、別表２－(１）「被扶養者認定手続提出書類一覧表」の書類を提出してください。な
お、他支部で交付された被扶養者証・資格確認書の写し、または、マイナポータルから印刷した「医療保険の資
格情報」（保存日時が所属所受付年月日（県立学校・課所館は総務事務システムの提出日）から１か月以内のも
の）を添付すれば、別表２－（１）の書類のうち、被扶養者申告書及び個人番号（マイナンバー）申告書以外の
書類は提出不要です。ただし、被扶養者の状況に変更がある場合や別居の特別認定の被扶養者の場合を除きま
す。
・他支部から引き続いて認定される20歳以上60歳未満の配偶者で住所変更がある場合で、「ねんきんネット」等
で住所変更が確認できない場合は、「国民年金第３号被保険者住所変更届」【2063】を提出してください。

・被扶養者がいる場合は、別表２－(１）「被扶養者認定手続提出書類一覧表」の書類を提出してください。な
お、他支部で交付された被扶養者証・資格確認書の写し、または、マイナポータルから印刷した「医療保険の資
格情報」（保存日時が所属所受付年月日（県立学校・課所館は総務事務システムの提出日）から１か月以内のも
の）を添付すれば、別表２－（１）の書類のうち、被扶養者申告書、個人番号（マイナンバー）申告書及び国民
年金第３号被保険者関係届【2064】以外の書類は提出不要です。ただし、被扶養者の状況に変更がある場合や別
居の特別認定の被扶養者の場合を除きます。
・短期組合員から一般組合員となる場合は、他支部から引き続いて認定される20歳以上60歳未満の配偶者であっ
ても、「国民年金第３号被保険者関係届（一般組合員用）」【2064】の提出が必要です。

・被扶養者がいる場合は、別表２－（１）「被扶養者認定手続提出書類一覧表」の書類を提出してください。な
お、他共済で交付された被扶養者証・資格確認書の写し、または、マイナポータルから印刷した「医療保険の資
格情報」（保存日時が所属所受付年月日（県立学校・課所館は総務事務システムの提出日）から１か月以内のも
の）を添付すれば、別表２－（１）の書類のうち、 被扶養者申告書、個人番号（マイナンバー）申告書及び国
民年金第３号被保険者関係届【2064】以外の書類は提出不要です。ただし、被扶養者の状況に変更がある場合や
別居の特別認定の被扶養者の場合を除きます。
・公務員共済組合の老齢（退職）又は障害の年金を受給されている方の場合、「年金受給権者再就職届書」の提
出が必要です。（注２・注６）

・被扶養者がいる場合は、別表２－(１）「被扶養者認定手続提出書類一覧表」の書類を提出してください。な
お、他支部で交付された被扶養者証・資格確認書の写し、または、マイナポータルから印刷した「医療保険の資
格情報」（保存日時が所属所受付年月日（県立学校・課所館は総務事務システムの提出日）から１か月以内のも
の）を添付すれば、別表２－（１）の書類のうち、被扶養者申告書、個人番号（マイナンバー）申告書及び国民
年金第３号被保険者関係届【2064】以外の書類は提出不要です。ただし、被扶養者の状況に変更がある場合や別
居の特別認定の被扶養者の場合を除きます。
・一般組合員から短期組合員となる場合は、他支部から引き続いて認定される20歳以上60歳未満の配偶者であっ
ても、「国民年金第３号被保険者関係届（短期組合員用）」【2075】の提出が必要です。

  個人番号提出目的以外の書類等に個人番号（マイナンバー）の記載がある場合は、
  番号を隠してコピーしたものを提出してください。

県立学校・課所館については、表中に【システム】の記載があるものは総務事務システムにより申請してく
ださい。表中【番号】は総務事務システムの該当様式番号です。
「年金加入期間等報告書」、「年金受給権者再就職届書」の記入について、御不明な点は、福利課年金担当
（０４８－８３０－６６８８）へお問合せください。
任期付（常勤）、任期付（短時間）、臨時的任用、会計年度任用（常勤で任用期間が１月～１２月目）、会
計年度任用（短時間）、再任用（常勤）、再任用（短時間）の場合は必要です。

(注１)

(注２)

(注３)

採用辞令で週当たりの所定勤務時間や報酬月額がわからない場合に提出してください。
所属により次の提出先に提出してください。
市町村費：市町村教育委員会、県立大学・埼玉宿泊所：福利課
さいたま市立学校の職員はさいたま市教育委員会で作成するため、提出は不要です。
様式は年金を決定した共済組合が定めるものを使用してください。公立学校共済組合の様式は、共済組合本部
のホームページ(https://www.kouritu.or.jp/nenkin/download/index.html)からダウンロードしてください。
未提出の場合は、年金が過払いとなり、後から返還が必要となることがありますので御注意ください。

(注４)
(注５)

(注６)

        　　　   出　　　　　　　　　　　　書　　　　　　　　　　　　類　　　

○
該当者

○
該当者

短期

９．他支部からの異動
・臨時的任用
・任期付（短時間）
・会計年度任用（短時間）
・会計年度任用（常勤で
　任用期間が１月～１２月
　目まで）
・再任用（短時間）

他の都道府県の公立学校共済組合
の一般組合員が引き続き短期組合
員として採用されたとき

他の都道府県の公立学校共済組合
の短期組合員が引き続き短期組合
員として採用されたとき

１０．他共済組合からの異
動(私学共済を除く)
・臨時的任用
・任期付（短時間）
・会計年度任用（短時間）
・会計年度任用（常勤で
　任用期間が１月～１２月
　目まで）
・再任用（短時間）

他の共済組合（私学共済を除く）
から引き続き短期組合員として採
用されたとき

・被扶養者がいる場合は、別表２－(１）「被扶養者認定手続提出書類一覧表」の書類を提出してください。な
お、他支部で交付された被扶養者証・資格確認書の写し、または、マイナポータルから印刷した「医療保険の資
格情報」（保存日時が所属所受付年月日（県立学校・課所館は総務事務システムの提出日）から１か月以内のも
の）を添付すれば、別表２－（１）の書類のうち、被扶養者申告書及び個人番号（マイナンバー）申告書以外の
書類は提出不要です。ただし、被扶養者の状況に変更がある場合や別居の特別認定の被扶養者の場合を除きま
す。
・他支部から引き続いて認定される20歳以上60歳未満の配偶者で住所変更がある場合で、「ねんきんネット」等
で住所変更が確認できない場合は、「国民年金第３号被保険者住所変更届」【2063】を提出してください。

・被扶養者がいる場合は、別表２－（１）「被扶養者認定手続提出書類一覧表」の書類を提出してください。なお、他共済
で交付された被扶養者証・資格確認書の写し、または、マイナポータルから印刷した「医療保険の資格情報」（保存日時が
所属所受付年月日（県立学校・課所館は総務事務システムの提出日）から１か月以内のもの）を添付すれば、別表２－
（１）の書類のうち、 被扶養者申告書、個人番号（マイナンバー）申告書及び国民年金第３号被保険者関係届以外の書類
は提出不要です。ただし、被扶養者の状況に変更がある場合や別居の特別認定の被扶養者の場合を除きます。
・組合員の加入する年金制度に変更がある20歳以上60歳未満の配偶者については、「国民年金第３号被保険者関係届」
【2075】を提出してください。また、年金制度に変更がない場合でも、配偶者の住所が変更となる場合で、「ねんきんネッ
ト」等で住所変更が確認できない場合は、「国民年金第３号被保険者住所変更届」【2063】を提出してください。

別表１－（１－２）　 組合員資格取得手続提出書類一覧表（転入）
　　　（注１）　　　　　　　提　　　　　　　

一般

７．他支部からの
　　異動
・本採用
・任期付（常勤）
・再任用（常勤）

他の都道府県の公立学校共済組合
の一般組合員が引き続き一般組合
員として採用されたとき

他の都道府県の公立学校共済組合
の短期組合員が引き続き一般組合
員として採用されたとき

８．他共済組合からの
異動(私学共済を除く)
・本採用
・任期付（常勤）
・再任用（常勤）

他の共済組合（私学共済を除く）
から引き続き一般組合員として採
用されたとき



令和７年４月現在

【システム】 【2016】 【3014】

種別 喪失事由 任継の希望有無 給与支給

公
立
学
校
共
済
組
合
員

・
（

一
財
）

埼
玉
県
教
職
員
互
助
会
員

申
告
書

(

様
式
第
１
号
の
1

)

公
立
学
校
共
済
組
合
員

・
（

一
財
）

埼
玉
県
教
職
員
互
助
会
員

申
告
書

(

様
式
第
２
号
の
1

)

組
合
員
証
・
被
扶
養
者
証
・
資
格
確
認

書
（

返
納
）
（

注
３
）

任
意
継
続
掛
金
に
係
る
申
出
書

被
扶
養
者
申
告
書
（

様
式
第
２
号
の
２
）

(

在
職
中
か
ら
認
定
し
て
い
る
被
扶
養

者
を
取
消
す
る
場
合
、

ま
た
は
、

被
扶

養
者
の
資
格
確
認
書
を
申
請
す
る
場

合

)
(

注
４

)

互
助
会
退
職
会
員
入
会
申
込
書
（

希
望

者
の
み
）

退
職
届
書

（

注
５
）

年
金
改
定
請
求
書

（

注
５
）

退
職
慰
労
金
請
求
書

(

引
き
続
い
た
会
員
期
間
が
１
０
年
以
上

あ
る
場
合

)

ラ
イ
フ
サ
ポ
ー

ト
保
険
取
扱
確
認
書

（

加
入
者
）

団
体
損
害
保
険
「

継
続
加
入
希
望
届
ま
た

は
退
職
時
脱
退
届
」
（

加
入
者
）

県費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

県費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

県費 ○ ○ ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○ ○

県費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(注４)

(注５)

在職時から引き続き被扶養者を認定する場合は原則不要です。ただし、被扶養者の資格確認書が必要な場合提出してくださ
い。また、取消の場合は取消事由に応じた添付書類が必要となります。詳細は別表２－（２）を御確認ください。
退職時に老齢厚生年金の受給権が発生している方は「年金改定請求書」、それ以外の方は「退職届書」の提出が必要です。
※「年金改定請求書」は福利課から送付されます。「退職届書」は共済組合埼玉支部のホームページからダウンロード
（https://www.kouritu.or.jp/saitama/about/yousiki/index.html）してご利用いただけます。
※「退職届書」、「年金改定請求書」については福利課年金担当に提出してください。

そ
の
他
の
書
類
等

・退職会員互助制度の加入については、退職後２カ月以内に提出してください。
・団体取扱い生命保険契約者は退職する旨を保険会社に連絡してください。
・死亡の場合、死亡診断書の写し、又は、埋葬許可書の写しを添付して下さい。
・死亡（被扶養者なし）の場合を除き、資格喪失証明書は自動交付されます。死亡（被扶養者な
し）の場合で交付を希望する場合は、資格喪失証明願【2015】を提出してください。

・書類（紙）による申告となります（総務事務システムは使用しません）。
・任継加入については、退職日を含め２０日以内に手続をしてください（令和７年３月３１日
退職者については、４月２１日(月)福利課必着）。
・退職会員互助制度の加入については、退職後２カ月以内に提出してください。
・団体取扱い生命保険契約者は退職する旨を保険会社に連絡してください。

・退職会員互助制度の加入については、退職後２カ月以内に提出してください。
・団体取扱い生命保険契約者は退職する旨を保険会社に連絡してください。
・死亡の場合、死亡診断書の写し、又は、埋葬許可書の写しを添付して下さい。
・死亡（被扶養者なし）の場合を除き、資格喪失証明書は自動交付されます。死亡（被扶養者な
し）の場合で交付を希望する場合は、資格喪失証明願【2015】を提出してください。

・書類（紙）による申告となります（総務事務システムは使用しません）。
・任継加入については、退職日を含め２０日以内に手続をしてください（令和７年３月３１日
退職者については、４月２１日(月)必着）。
・退職会員互助制度の加入については、退職後２カ月以内に提出してください。
・団体取扱い生命保険契約者は退職する旨を保険会社に連絡してください。

短期

１２．退職

・臨時的任用
・任期付（短時間）
・会計年度任用（短時間）
・会計年度任用（常勤で
　任用期間が１月～１２月
　目まで）

・再任用（短時間）

　も含む
  ※死亡も含む
 （注１）

①任意継続を希望しない

②任意継続を希望する

年度途中の退職者（死亡も含む）については、資格管理担当（０４８－８３０－６６９４）まで御連絡ください。
退職に当たっての手続書類を送付します。
みなし適用者については組合員資格が継続されるため退職には該当しません。
県立学校・課所館については、表中に【システム】の記載があるものは総務事務システムにより申請してください。表中【番
号】は総務事務システムの該当様式番号です。
事実発生日時点で有効期限を迎えていない組合員証、資格確認書をお持ちの場合のみ、返納が必要です。
高齢受給者証、限度額適用・標準負担額減額認定証、限度額適用認定証、特定疾病療養受療証が交付されている場合は、それ
らの証も返納してください。

(注１)

(注２)

(注３)

  個人番号提出目的以外の書類等に個人番号（マイナンバー）の記載がある場合は、
  番号を隠してコピーしたものを提出してください。

一般

１１．退職
 
・任期付（常勤）
・会計年度任用(常勤で
　任用期間が１３月目
　以降）

・再任用（常勤）

　も含む
  ※死亡も含む
 （注１）

①任意継続を希望しない

②任意継続を希望する

別表１－（２－１）　 組合員資格喪失手続提出書類一覧表

（注２）　　　　　　提　　　　　出 　　　　書　　　　　類



令和７年４月現在

【システム】 【3014】

種別 喪失事由
事　　　由
（注１）

給与支給

公
立
学
校
共
済
組
合
員

・
（

一
財
）

埼
玉
県
教
職
員
互
助
会
員

申
告
書

(

様
式
第
１
号
の
1

)

組
合
員
証
・
被
扶
養
者
証
・
資
格
確
認

書
（

返
納
）
（

注
３
）

履
歴
書
の
写
し

（

注
４
）

退
職
届
書

（

注
５
）

年
金
改
定
請
求
書

（

注
５
）

退
職
慰
労
金
請
求
書

(

引
き
続
い
た
会
員
期
間
が
１
０
年
以
上

あ
る
場
合

)

ラ
イ
フ
サ
ポ
ー

ト
保
険
取
扱
確
認
書

（

加
入
者
）

団
体
損
害
保
険
「

継
続
加
入
希
望
届
ま
た

は
退
職
時
脱
退
届
」
（

加
入
者
）

埼玉支部（一般）→他支部（一般） 県費 ○ ○ ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉支部（一般）→他支部（短期） 県費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉支部（一般）→他共済（一般） 県費 ○ ○ ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉支部（一般）→他共済（短期） 県費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉支部（短期）→他支部（一般）
　　　　　　　　　他支部（短期） 県費 ○ ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○

埼玉支部（短期）→他共済（一般）
　　　　　　　　　他共済（短期） 県費 ○ ○ ○ ○ ○

市町村費 ○ ○ ○ ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○ ○ ○ ○

(注１)
(注２)

(注３)

(注４)

退職時に老齢厚生年金の受給権が発生している方は「年金改定請求書」、それ以外の方は「退職届書」
の提出が必要です。
※「年金改定請求書」は福利課から送付されます。「退職届書」は共済組合埼玉支部のホームページか
らダウンロード（https://www.kouritu.or.jp/saitama/about/yousiki/index.html）してご利用いただ
けます。
※「退職届書」、「年金改定請求書」については福利課年金担当に提出してください。

(注５)

引き続き他の共済組合へ転出し
たとき

１３．他支部への異動
・本採用
・任期付（常勤）
・再任用（常勤）

一般組合員が、引き続き他の都
道府県の公立学校等へ転出し、
一般組合員となるとき

一般組合員が引き続き他の都道
府県の公立学校等へ転出し、短
期組合員となるとき

・団体取扱い生命保険契約者は異動する旨を保険会社に連絡してください。
・資格喪失証明書の交付を希望する場合は、資格喪失証明願【2015】を提出して
ください。

・団体取扱い生命保険契約者は異動する旨を保険会社に連絡してください。
・資格喪失証明書の交付を希望する場合は、資格喪失証明願【2015】を提出して
ください。

・団体取扱い生命保険契約者は異動する旨を保険会社に連絡してください。
・資格喪失証明書の交付を希望する場合は、資格喪失証明願【2015】を提出して
ください。

・団体取扱い生命保険契約者は異動する旨を保険会社に連絡してください。
・資格喪失証明書の交付を希望する場合は、資格喪失証明願【2015】を提出して
ください。

・団体取扱い生命保険契約者は異動する旨を保険会社に連絡してください。
・資格喪失証明書の交付を希望する場合は、資格喪失証明願【2015】を提出して
ください。

・団体取扱い生命保険契約者は異動する旨を保険会社に連絡してください。
・資格喪失証明書の交付を希望する場合は、資格喪失証明願【2015】を提出して
ください。

人事異動通知書では退職扱いであっても、引き続き公務員である場合は転出扱いとなります。
県立学校・課所館については、表中に【システム】の記載があるものは総務事務システムにより申請してくだ
さい。表中【番号】は総務事務システムの該当様式番号です。
事実発生日時点で有効期限を迎えていない組合員証、資格確認書をお持ちの場合のみ、返納が必要です。
高齢受給者証、限度額適用・標準負担額減額認定証、限度額適用認定証、特定疾病療養受療証が交付されてい
る場合は、それらの証も返納してください。
県立学校・課所館、さいたま市立小・中・中等教育・特別支援学校については不要です。退職日までの履歴事
項が整備されたものを原本証明して御提出ください。御不明な点は、福利課年金担当（０４８－８３０－６６
８８）へお問合せください。

  個人番号提出目的以外の書類等に個人番号（マイナンバー）の記載がある場合は、
  番号を隠してコピーしたものを提出してください。別表１－（２－２）　 組合員資格喪失手続提出書類一覧表（転出）

短期

１５．他支部への異動
・臨時的任用
・任期付（短時間）
・会計年度任用（短時間）
・会計年度任用（常勤で任用期間が
　１月～１２月目まで）
・再任用（短時間）

一般組合員が引き続き他の共済
組合へ転出し、短期組合員とな
るとき

１６．他共済組合への異動
（私学共済を除く）
・臨時的任用
・任期付（短時間）
・会計年度任用（短時間）
・会計年度任用（常勤で任用期間が
　１月～１２月目まで）
・再任用（短時間）

一般

引き続き他の都道府県の公立学
校等へ転出したとき

１４．他共済組合への異動
（私学共済を除く）
・本採用
・任期付（常勤）
・再任用（常勤）

一般組合員が、引き続き他の共
済組合へ転出し、一般組合員と
なるとき

（注２）　 　　　　提　　　　出　　　　書　　　　類
そ
の
他
の
書
類
等



令和７年４月現在

【2064】 【2075】

任用形態 給与支給

辞
令
の
写
し

勤
務
状
況
調
書

年
金
加
入
期
間
等
報
告
書

（

注
２
）

年
金
受
給
権
者
再
就
職
届
書

（

注
２
・
注
３
）

退
職
届
書

（

注
４
）

国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者
関
係
届

（

一
般
組
合
員
用
）

（

２
０
歳
以
上
６
０
歳
未
満
の
配
偶

者
を
認
定
し
て
い
る
場
合
）

国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者
関
係
届

（

短
期
組
合
員
用
）

（

２
０
歳
以
上
６
０
歳
未
満
の
配
偶

者
を
認
定
し
て
い
る
場
合
）

県費 ○ ○

市町村費 ○ ○

県立大学・
埼玉宿泊所

○ ○

県費 ○
○

該当者
○

市町村費 ○
○

該当者
○

県立大学・
埼玉宿泊所

○
○

該当者
○

 会計年度任用職員
　 （常勤/12月目まで）

　　　　↓

 会計年度任用職員
　 （常勤/13月目以降）

すべて ○ ○ ○
○

該当者
○

(注１)
(注２)

(注３)

(注４)

別表１－（３）　 組合員種別変更手続提出書類一覧表
  個人番号提出目的以外の書類等に個人番号（マイナンバー）の記載がある場合は、
  番号を隠してコピーしたものを提出してください。

（注１） 　　　　提　　　　出　　　　書　　　　類

種別変更

年
金
改
定
請
求
書

（

注
４
）

そ
の
他
の
書
類
等

「一般組合員」
から

↓

「短期組合員」
へ変更

↓

○
・組合員証等・資格確認書は有効期限内であればそのまま使用できます。
・互助会員の資格は、そのまま引き続きます。
・共済組合の長期給付（年金）の適用については、「短期組合員」となった日の前日に退職したものとみ
なします。
　「短期組合員」は日本年金機構の年金制度へ加入します。その加入手続きは、以下の担当で行われま
す。
　〇県立学校、課所館：各所属所
　〇さいたま市立学校：さいたま市教育委員会
　〇市町村立学校：教職員課県費事務担当
　〇市町村費支弁職員：各市町村教育委員会等
・給与支給区分が県費から市町村費または県立大学・埼玉宿泊所に変更となる場合は、互助会入会届書の
提出が必要です。

○

○

「短期組合員」
から

↓

「一般組合員」
へ変更

↓

・組合員証等・資格確認書は有効期限内であればそのまま使用できます。
・互助会員の資格は、そのまま引き続きます。
・短期組合員の資格取得時に基礎年金番号を申告していない場合は、公立学校共済組合員・（一財）埼玉
県教職員互助会員申告書（様式第１号の１）（県立学校・課所館は総務事務システム）により基礎年金番
号の申告が必要です。
・共済組合の長期給付（年金）については、「一般組合員」となった日に新たに組合員となったものとみ
なします。
　「短期組合員」の時に加入していた日本年金機構の年金制度の資格喪失については、以下の担当で行わ
れます。
　〇県立学校、課所館：各所属所
　〇さいたま市立学校：さいたま市教育委員会
　〇市町村立学校：教職員課県費事務担当
　〇市町村費支弁職員：各市町村教育委員会等
・給与支給区分が県費から市町村費または県立大学・埼玉宿泊所に変更となる場合は、互助会入会届書の
提出が必要です。

「短期組合員」
から

↓

「一般組合員」
へ変更

・組合員証等・資格確認書は有効期限内であればそのまま使用できます。
・互助会員の資格は、そのまま引き続きます。
・短期組合員の資格取得時に基礎年金番号を申告していない場合は、公立学校共済組合員・（一財）埼玉県教職員
互助会員申告書（様式第１号の１）（県立学校・課所館は総務事務システム）により基礎年金番号の申告が必要で
す。
・共済組合の長期給付（年金）については、「一般組合員」となった日に新たに組合員となったものとみなしま
す。
　「短期組合員」の時に加入していた日本年金機構の年金制度の資格喪失については、以下の担当で行われます。
　〇県立学校、課所館：各所属所
　〇さいたま市立学校：さいたま市教育委員会
　〇市町村立学校：教職員課県費事務担当
　〇市町村費支弁職員：各市町村教育委員会等

表中【番号】は総務事務システムの該当様式番号です。
「年金加入期間等報告書」、「年金受給権者再就職届書」の記入について、御不明な点は、福利課年金担当（０４８－８３
０－６６８８）へお問合せください。
公務員共済組合の老齢（退職）又は障害の年金を受給されている方は提出してください。様式は年金を決定した共済組合が
定めるものを使用してください。公立学校共済組合の様式は、共済組合本部のホームページ(https://www.kouritu.or.jp/)
からダウンロードしてください。未提出の場合は、年金が過払いとなり、後から返還が必要となることがありますので御注
意ください。

退職時（「短期組合員」となった日の前日）に老齢厚生年金の受給権が発生している方は「年金改定請求書」、それ以外の方は
「退職届書」の提出が必要です。
※「一般組合員」であった所属所から提出してください。
※「年金改定請求書」は福利課から送付されます。
※「退職届書」、「年金改定請求書」については、福利課年金担当に提出してください。
※提出書類の様式は、共済組合埼玉支部ホームページ（https://www.kouritu.or.jp/saitama/about/yousiki/index.html）からダ
ウンロードしてご利用ください。

本採用職員

任期付職員（常勤）

再任用職員（常勤）

会計年度任用職員

（常勤/13月目以降）

臨時的任用職員

会計年度任用職員

（常勤/12月目まで）

任期付職員（短時間）

再任用職員（短時間）

会計年度任用職員（短時間）

本採用職員

任期付職員（常勤）

再任用職員（常勤）

臨時的任用職員

会計年度任用職員

（常勤/12月目まで）

任期付職員（短時間）

再任用職員（短時間）

会計年度任用職員（短時間）



別表２－（１）　被扶養者認定手続提出書類一覧表 個人番号提出目的以外の書類等に個人番号（マイナンバー）の記載がある場合は、番号を隠してコピーしたものを提出してください。 令和７年４月現在
（注３）

【システム】 【2056】 【2062】 【2058】 【2059】 【2064】 【2075】
被
扶
養
者
申
告
書
（

様
式
第
１

号
の
２
）

個
人
番
号
（

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）

申
告
書

扶
養
理
由
書

扶
養
手
当
証
明
書
※
市
町
村
費

支
弁
職
員
の
み

住
民
票
の
写
し
（

住
民
票
記
載

事
項
証
明
書
で
も
可
）

所
得
証
明
書
の
写
し

給
与
等
に
関
す
る
証
明
書
（

給

与
収
入
が
あ
る
者
）

被
扶
養
者
の
収
入
確
認
に
当

た
っ

て
の
「

一
時
的
な
収
入
変

動
」

に
係
る
事
業
主
の
証
明
書

受
給
し
て
い
る
す
べ
て
の
年
金

改
定
通
知
書
（

証
書
）

又
は
年

金
請
求
手
続
案
内
の
写
し

確
定
申
告
書
及
び
損
益
計
算
書

（

青
色
申
告
決
算
書
又
は
収
支
内

訳
書
）

の
写
し
又
は
株
等
に
係
る

譲
渡
所
得
等
の
金
額
の
計
算
明
細

書
の
写
し

雇
用
条
件
変
更
後
の
雇
用
契
約

書
の
写
し

退
職
日
が
わ
か
る
書
類

雇
用
保
険
及
び
傷
病
手
当
金
の

受
給
に
関
す
る
申
立
書

雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
の
写

し 婚
姻
届
の
受
理
証
明
書
の
写
し

資
格
喪
失
証
明
書
（

国
民
健
康

保
険
加
入
者
は
提
出
不
要
）

通
常
の
扶
養
義
務
者
の
所
得
に

関
す
る
証
明
書

別
居
の
場
合
、

送
金
の
事
実
が

確
認
で
き
る
書
類

国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者
関

係
届
（

一
般
組
合
員
用
）

（

２
０
歳
以
上
６
０
歳
未
満
の
配

偶
者
を
認
定
す
る
場
合
）

国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者
関

係
届
（

短
期
組
合
員
用
）

（

２
０
歳
以
上
６
０
歳
未
満
の
配

偶
者
を
認
定
す
る
場
合
）

(注４） (注５） （注９） （注12） （注13） （注14）

出生した子 出生 出生日 〇 〇 〇
〇

(注６)

婚姻した配偶者 婚姻 婚姻日 〇 〇 〇
〇

(注６)
〇 〇 〇

雇用条件を変更
した者

雇用条件変更
変更後の雇用契
約開始日

〇 〇 〇
〇

(注６)
〇 〇 〇 〇

雇用保険の受給
が終了した者

雇用保険受給終
了

認定（支給）期間
の終了日の翌日 〇 〇 〇

〇
(注６)

〇 〇 〇

退職した者 退職 退職日の翌日 〇 〇 〇
〇

(注６)
〇 〇 〇

組合員が新たに
採用された者

組合員の採用 採用日 〇 〇 〇
〇

(注６)
〇 〇

扶養替えにより
認定する者

扶養替え
相手方の資格喪
失日

その他の事由に
より認定する者

その他 〇 〇 〇
〇

(注６)
〇 〇

出生した子 出生 出生日 〇 〇 〇
〇

(注７)
〇 〇

婚姻した配偶者 婚姻 婚姻日 〇 〇 〇
〇

(注７)
〇

〇
(注10)

〇
(注11)

〇
(注10)

〇
(注10)

〇 〇 〇 〇

雇用条件を変更
した者

雇用条件変更
変更後の雇用契
約開始日

〇 〇 〇
〇

(注７)
〇

〇
(注10)

〇
(注11)

〇
(注10)

〇
(注10)

〇 〇 〇 〇 〇 〇

雇用保険の受給
が終了した者

雇用保険受給終
了

認定（支給）期間
の終了日の翌日 〇 〇 〇

〇
(注７)

〇
(注10)

〇
(注10)

〇
(注11)

〇
(注10)

〇
(注10)

〇 〇 〇 〇 〇

退職した者 退職 退職日の翌日 〇 〇 〇
〇

(注７)
〇

(注10)
〇

(注10)
〇

(注11)
〇

(注10)
〇

(注10)
〇 〇 〇 〇 〇 〇

組合員が新たに
採用された者

組合員の採用 採用日 〇 〇 〇
〇

(注７)
〇

〇
(注10)

〇
(注11)

〇
(注10)

〇
(注10)

〇 〇 〇 〇

扶養替えにより
認定する者

扶養替え
相手方の資格喪
失日

その他の事由に
より認定する者

その他 〇 〇 〇
〇

(注７)
〇

〇
(注10)

〇
(注11)

〇
(注10)

〇
(注10)

〇 〇 〇 〇

（注１） （注９）
（注10）
（注11）

（注２） （注12）
（注13）

（注３）

（注４）

（注５）
（注14）

（注６）

（注７）
（注15）

（注８）

(注15)

区分 種別 続柄 認定対象者 認定理由
認定日

(事実発生日)
（注２）

収入確認書類（注８） 事実発生日確認書類 扶養事実確認書類 第３号関係

提出書類

普
通
認
定

扶養手当上の扶養親族として
認定されている者
※出生に関する認定以外はす
べて認定日（事実発生日）及
び理由の確認できる書類が必
要になります。

配偶者
子

父母
祖父母

孫
兄弟姉妹

その他の事由により認定する者の書類に加えて、追加の提出書類が必要です。追加の提出書類は、扶養替えの相手方が公立学校共済組合
埼玉支部の組合員か否かで異なります。（別表２－（４）扶養替え手続提出書類一覧表　参照）

特
別
認
定

扶養手当上の扶養親族として
認定されていない者
※年間の収入（注１）が１３
０万円未満の者。ただし、下
記の者は１８０万円未満とす
る。

配偶者
子

父母
祖父母

孫
兄弟姉妹
その他三
親等内の

親族

その他の事由により認定する者の書類に加えて、追加の提出書類が必要です。追加の提出書類は、扶養替えの相手方が公立学校共済組合
埼玉支部の組合員か否かで異なります。（別表２－（４）扶養替え手続提出書類一覧表　参照）

収入とは恒常的収入のことで、退職金などの一時的な収入は該当しません。なお、利子所得、株主として受ける配当所得、私的年
金（個人型確定拠出年金（iDeCo）・個人年金・財形年金等）、非課税扱いである遺族・障害年金・傷病手当金及び修習資金・研
究奨励金・生活補助的な奨学金等も含まれます。
新たに被扶養者が生じた場合、その事実発生日から３０日以内に届出がされない場合は、その届出を受理した日（被扶養者申告書の
所属所受付年月日又は総務事務システムの提出日）での認定となります。
県立学校・課所館については、表中に【システム】の記載があるものは総務事務システムにより申請してください。表中【番号】は
総務事務システムの該当様式番号です。
新規認定の場合のみ提出が必要です（継続認定及び特別認定の同居から別居の申告の場合は不要です。）。なお、過去に認定してい
た者を再認定する場合も提出が必要です。
さいたま市立高校は扶養親族届の写し。なお、県費支弁職員及びさいたま市立小・中・中等教育・特別支援学校、川越市立川越高等
学校、県立大学の職員については不要です。
普通認定かつ同居での認定以外は住民票の写し（住民票記載事項証明書でも可）が必要です。
日本国内に住所がなく、国内居住要件の例外に該当する場合は別途書類の提出が必要です。
　（別表２－（５）参照）
特別認定での新規認定及び継続認定（普通認定→特別認定）をする場合は続柄が記載されているものを提出してください。住民票に
続柄が記載されない、組合員と住民票が別である等により、組合員との続柄が確認できない場合は、戸籍抄本等の続柄が確認できる
書類を追加で提出してください。
該当するすべての書類が必要です。例えば、アルバイト収入と年金収入がある場合は、所得証明書の写し、給与等に関する証明書、
受給しているすべての年金改定通知書（証書）が必要です。

認定対象者が義務教育終了前又は高校１年生の場合は不要です。
無職無収入の場合は不要です。
一時的な収入変動による給与収入により、認定限度額を超過している場合に提出してください。
退職日がわかる書類は、資格喪失証明書、退職証明書、離職票等のいずれかです。
通常の扶養義務者とは、社会通念上扶養義務を負うと考えられる者又は共同扶養における他の扶養義務者をいいます。原則とし
て通常の扶養義務者の収入額が把握できる書類（組合員の源泉徴収票及び配偶者の所得証明書等）が必要です（通常の扶養義務
者が共に公立学校共済組合埼玉支部の組合員の場合又は、その方が組合員の被扶養者として認定されている場合は不要。公立学
校共済組合他支部の組合員の場合は、その方の組合員証・資格確認書の写し、または、マイナポータルから印刷した「医療保険
の資格情報」（保存日時が所属所受付年月日（県立学校・課所館は総務事務システムの提出日）から１か月以内のもの）が必要
です。）。
送金の事実が確認できる書類の例は下記のとおりです。
・対象となる被扶養者名義の預金通帳の写し（通帳の名義部分も含む）
・現金書留の控え等
銀行間送金でなく手渡しの場合や、送金者及び受取人の氏名が確認できない場合は被扶養者認定ができません。
詳しくは令和5年10月2日付け公共埼第389号「別居被扶養者に対する送金方法について」を参照してください。
組合員種別に対応する書類を提出してください。

※　扶養事実確認のため、上記以外の書類を提出していただく場合があります。
※　御不明な点は、資格管理担当（０４８－８３０－６６９４）へお問合せください。

①障害厚生年金を受けられる

程度の障害を有する者

②６０歳以上である者



別表２－（２）　被扶養者取消手続提出書類一覧表 令和７年４月現在
（注２）
【システム】 【2058】 【2064】 【2075】

被
扶
養
者
申
告
書
（

様
式
第
１

号
の
２
）

組
合
員
被
扶
養
者
証
・

資
格
確
認
書

被
扶
養
者
取
消
に
関
す
る
申
立

書 就
職
日
を
確
認
で
き
る
書
類

所
得
証
明
書
の
写
し

給
与
等
に
関
す
る
証
明
書

受
給
し
て
い
る
す
べ
て
の
年
金

改
定
通
知
書
（

証
書
）

又
は
年

金
請
求
手
続
案
内
の
写
し

確
定
申
告
書
及
び
損
益
計
算
書

（

青
色
申
告
決
算
書
又
は
収
支
内

訳
書
）

の
写
し
又
は
株
等
に
係
る

譲
渡
所
得
等
の
金
額
の
計
算
明
細

書
の
写
し

雇
用
条
件
変
更
後
の
雇
用
契
約

書
の
写
し

雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
の
写

し 傷
病
手
当
金
の
支
給
期
間
が
わ

か
る
書
類
の
写
し

修
習
資
金
・
研
究
奨
励
金
等
の

支
給
決
定
通
知
書
の
写
し

死
亡
診
断
書
の
写
し
又
は
埋
葬

許
可
証
の
写
し

婚
姻
（

離
婚
）

届
受
理
証
明
書

の
写
し
（

戸
籍
抄
本
の
写
し

（

本
籍
地
を
黒
塗
り
し
た
も

の
）

も
可
）

住
民
票
の
写
し

国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者
関

係
届
（

一
般
組
合
員
用
）

（

２
０
歳
以
上
６
０
歳
未
満
の
配

偶
者
を
取
消
す
る
場
合
）

国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者
関

係
届
（

短
期
組
合
員
用
）

（

２
０
歳
以
上
６
０
歳
未
満
の
配

偶
者
を
取
消
す
る
場
合
）

（注３） （注５） （注８）

就職 〇 〇
〇

(注４)
〇

収入超過 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

収入超過 〇 〇 〇 〇 〇 〇

収入超過 〇 〇 〇 〇 〇 〇

収入超過 〇 〇 〇 〇 〇 〇

収入超過 〇 〇 〇 〇 〇 〇

収入超過 〇 〇 〇 〇 〇 〇

収入超過 〇 〇
〇

(注６)
〇

(注６)
〇

(注６)
〇

(注６)
〇

(注６)
〇

(注６)
〇

(注６)
〇 〇

婚姻 〇 〇
〇

(注４)
〇

雇用保険受給開始 〇 〇 〇 〇 〇

傷病手当金受給開
始

〇 〇 〇 〇 〇

離婚 〇 〇
〇

(注４)
〇 〇 〇

死亡 〇 〇
〇

(注４)
〇 〇 〇

国内居住要件の非
該当

〇 〇
〇

(注４)
〇 〇 〇

継続認定を希望し
ないため

〇 〇

扶養替え 〇 〇
〇

(注４)

その他

（注１） (注８)
(注９)

（注２） (注10)

（注３）
（注４） (注11)

（注５）

（注６）

（注７）

通知書（証書）・請求手続案内に受領日と受給者の氏名を受給者が記入してください。
組合員種別に対応する書類を提出してください。
確定申告をしている場合の取消日（事実発生日）は下記のとおりです。
（普通認定）確定申告終了日
（特別認定）税務署受付日（確認できない場合は確定申告受付期間の初日）
収入比較による扶養替えの場合の取消日（事実発生日）は、下記のとおりです。
・給与収入のみで源泉徴収票で確認する場合　１月３１日
・確定申告書で確認する場合　　　　　　　　上記（注10）と同様

※　扶養事実確認のため、上記以外の書類を提出していただく場合があります。
※　御不明な点は、資格管理担当（０４８－８３０－６６９４）へお問合せください。

取消理由が「就職」、「死亡」の場合を除き、資格喪失証明書は自動交付されます。「就職」、「死亡」の場合で
交付を希望する場合は、資格喪失証明願【2015】を提出してください。
県立学校・課所館については、表中に【システム】の記載があるものは総務事務システムにより申請してくださ
い。表中【番号】は総務事務システムの該当様式番号です。
事実発生日時点で有効期限を迎えていない被扶養者証、資格確認書をお持ちの場合のみ、返納が必要です。
特別認定の被扶養者を取消する場合のみ提出してください。なお、取消日から過去１年間に収入がある場合は、収
入の内容に応じた書類が必要となります。詳細は本様式を確認してください。
就職日を確認できる書類は、雇用契約書（辞令）の写しや勤務先の健康保険証・資格確認書・資格情報のおしらせ
の写し等です（※内定通知書は不可）。
該当するすべての書類が必要です。例えば、給与収入と年金収入がある場合は、所得証明書の写し、給与等に関す
る証明書、受給しているすべての年金改定通知書（証書）・年金請求手続案内の写しが必要です。
川越市立川越高校以外の市町村費支弁職員は扶養手当証明書。さいたま市立学校は扶養親族届の写し。

離婚した者
離婚届受理日の翌日又は調停成立
日の翌日

死亡した者 死亡日の翌日

その他

・申立書（継続認定を希望しない旨を記載）
・扶養手当取消後の扶養手当認定簿の写し（市町村立学校のみ）（注７）

その他の提出書類は別表２－（４）扶養替え手続提出書類一覧表　参照

資格管理担当（０４８－８３０－６６９４）へお問合わせください。

国内居住要件の例外に該当しない者 住民票異動日等

扶養替えした者
新たに加入する健康保険の資格取
得日（注11）

扶養手当上の扶養親族としての認定が取消になっ
た者で、継続認定を希望しない者

扶養手当上の扶養親族としての認
定が取消になった日

不動産所得、事業所得、農業所得、譲
渡収入等で認定限度額を超過した者

（注10）

修習資金の受給・貸与、研究奨励金、生活補助的
な奨学金の受給し、認定限度額を超過した者

支給期間の初日

複数の収入の合計が認定限度額を超過
した者

所得の状況を確認して判断します

婚姻した者 入籍日又は結婚相手と同居した日

雇用保険を受給した者
（日額３，６１２円以上）

雇用保険の支給期間の初日

傷病手当金を受給した者
（日額３，６１２円以上）

傷病手当金の支給対象期間の初日

給与収入が増加することで年間の収入限度
額を超過し、国民健康保険に加入する者

年間収入限度額を超過した月の給
与支給日

公的年金受給開始により収入が超過した者
年金決定（改定）通知書を受領し
た日

私的年金受給開始により収入が超過した者 年金請求手続の案内を受領した日

個人番号提出目的以外の書類等に個人番号（マイナンバー）の記載がある場合は、
番号を隠してコピーしたものを提出してください。

就職した者（健康保険に加入する者） 採用日（健康保険資格取得日）

（注９）

雇用条件が変わり給与収入の月額が認定限
度額を超過し、国民健康保険に加入する者

採用日（変更後の雇用契約開始
日）

取消対象者
取消理由
（注１）

取消日
（事実発生日）

提出書類



種　　　別 提　　出　　書　　類　　等

普通認定（扶養手当有)
→特別認定（扶養手当無)

・特別認定（別表２－（１））の
　その他と同様の書類
・扶養手当取消後の扶養手当認
　定簿の写し（市町村立学校の
　み）（注１）

特別認定（扶養手当無)
→普通認定（扶養手当有)

・普通認定（別表２－（１））の
　その他と同様の書類
・扶養手当認定後の扶養手当認
　定簿の写し（市町村立学校の
　み）（注２）

夫婦が共に公立学校共済
組合埼玉支部の組合員の
場合

配偶者が公立学校共済組
合埼玉支部の組合員でな
い場合

夫婦が共に公立学校共済
組合埼玉支部の組合員の
場合

配偶者が公立学校共済組
合埼玉支部の組合員でな
い場合

①

②
(注１)

③

④

⑤

（注１）在外教育施設派遣以外で、被扶養者が組合員に同行し国外居住となる場合は、資格管理担当（０４８
　　　　－８３０－６６９４）まで御連絡ください。
（注２）外国語で作成されている場合は、翻訳者の氏名が記された翻訳文を添付してください。

査証、ボランティア派遣機関の証明、ボランティアの参加同意
書等の写し

組合員が外国に赴任している間に当該組
合員との身分関係が生じた者であって、
②と同等と認められるもの

出生や婚姻等を証明する書類等の写し

①～④までに掲げるもののほか、渡航目
的その他の事情を考慮して日本国内に生
活の基礎があると認められる者

※個別に判断

査証、海外赴任辞令、海外の公的機関が発行する居住証明書等
の写し

別表２－（３）　 継続認定提出書類一覧表
区　分

継続認定

被扶養者に係る扶養手当の認定状況
に変動が生じた場合は、引き続き被
扶養者としての要件を備えているか
どうか、普通・特別認定に準じて書
類による資格の審査を行います。

別表２－（４）　 扶養替え手続提出書類一覧表
区　分 種　　　別 提　　出　　書　　類　　等

（注１）川越市立川越高校以外の市町村費支弁職員は扶養手当証明書。さいたま市立学校は扶養親族届の写し。
（注２）さいたま市立学校は扶養親族届の写し。
 　※組合員証及び被扶養者証、資格確認書、国民年金第３号被保険者関係届の提出は不要です。
 　※育児休業等による場合は、収入比較の確認書類（夫婦の所得に関する証明書類）は不要です。
 　　扶養理由書の扶養理由欄に育児休業等期間中であることを必ず明記してください。

外国に赴任する組合員に同行する者

外国において留学をする学生

（注１）扶養替えによる認定、取消しの場合の注意事項は次ページの①～④を参照してください。
（注２）新たに被扶養者が生じた場合、その事実発生日から３０日以内に届出がされない場合は、その届出を受理した日（被扶養者
　　　　申告書の所属所受付年月日又は総務事務システムの提出日）での認定となります。
（注３）配偶者側の健康保険組合等の認定（取消）に際して、組合員側で先行して取消（認定）をする必要がある場合は、その旨を様式第１号の
　　　　２の余白へ記載してください。または、その旨を記載した申立書を作成し提出してください。

扶養替え
（注１）

認　定
（注２）

取消し

・新規認定（別表２－（１））のその他と同様の書類
・配偶者側が作成した取消のための被扶養者申告書の写し
　（未決裁可）

・新規認定（別表２－（１））のその他と同様の書類
・配偶者側の健康保険組合等から交付された資格喪失証明書の写し
　（注３）

・被扶養者取消（別表２－（２））の「扶養替え」にある書類
・配偶者が作成した認定のための被扶養者申告書の写し
　（未決裁可）

・被扶養者取消（別表２－（２））の「扶養替え」にある書類
・配偶者側の健康保険組合等から交付された被扶養者証・資格確認書・資格
情報のお知らせの写し（注３）
（収入比較による取消の場合で、配偶者が国民健康保険に加入している場合
は下記の書類も必要です。）
・組合員：源泉徴収票の写し
・配偶者：確定申告書の写し等

別表２－（５）　 国内居住要件の例外に該当する場合の提出書類一覧表
例　　外　　該　　当　　事　　由 提　　出　　書　　類　　（注２）

観光、保養またはボランティア活動その
他就労以外の目的で一時的に海外に渡航
する者

査証、学生証、在学証明書、入学証明書等の写し

令和７年４月現在

　　　子を扶養する場合の注意事項

　

　※「健保」は、共済組合以外の健康保険制度を指します。会社員が加入する健康保険組合や協会けん
　　ぽ、私学共済が該当します。

※ここでいう「共済組合員」は、公立学校共済組合（他支部を含む）のほか、以下の共済組合の組合
　員をいいます。
①各省庁等共済組合      －国の各省庁、日本郵政等の職員
②地方職員共済組合　　　－道府県の職員（公立学校共済組合、③の組合員を除く）
③警察共済組合          －都道府県警察等の職員
④東京都職員共済組合    －東京都の職員（公立学校共済組合、③の組合員を除く）
⑤指定都市職員共済組合  －指定都市（昭和５７年以降に指定された指定都市を除く）の職員
⑥市町村職員共済組合    －市町村の職員（公立学校共済組合、⑤の組合員を除く）

配偶者（共済組合員）共済組合員

子

夫婦共に共済組合員の場合、扶養手当上の扶

養親族として認定されている組合員の被扶養

者とする（この図の場合は配偶者の被扶養者

とする。）。

扶養手当認定

③ 配偶者（共済組合員）共済組合員

子（扶養手当の対象でない）

④

・夫婦共に公立学校共済組合員の場合、被扶

養者申告書を提出した組合員側の被扶養者

とする。

・配偶者が公立学校共済組合員以外の共済組

合員の場合、夫婦の年間収入を比較して認

定する。

① ②配偶者（健保）共済組合員

子

配偶者（健保）共済組合員

子

扶養手当認定
扶養（家族）

手当認定

組合員の扶養手当上の扶養親族と

して認定されている場合、被扶養

者として認定する。

ただし、配偶者（健保）側で認定

することを妨げない。

配偶者（健保）側で扶養手当上の扶養親

族として認定されている場合、夫婦の年

間収入を比較して認定する。

ただし、配偶者（健保）側で認定するこ

とを妨げない。

※組合員が育児休業、産前産後休暇の

場合を除く。



　
令和７年４月現在

事　　　　由

組
合
員
証
・
資
格
確
認

書
（

注
２
）

組
合
員
被
扶
養
者
証
・

資
格
確
認
書
（

注
２
）

資
格
確
認
書
の
要
否
申

告
書
（

紛
失
・
氏
名
変

更
等
）
（

注
３
）

扶
養
理
由
書

扶
養
手
当
証
明
書
※
市

町
村
費
支
弁
職
員
の
み

（

注
４
）

住
民
票
の
写
し
（

住
民

票
記
載
事
項
証
明
書
で

も
可
）
（

注
５
）

個
人
番
号
（

マ
イ
ナ
ン

バ
ー
）

申
告
書

組合員証・資格確認書紛失 ◯
◯

【システム】

被扶養者証・資格確認書紛失 ◯ ◯
【システム】

組合員証・資格確認書の破損・汚損 ◯ ◯
◯

【システム】

被扶養者証・資格確認書の破損・汚損 ◯ ◯ ◯
【システム】

組合員の氏名 ◯ ◯ ◯
◯

【システム】

（注６）

◯
（注７）

組合員の性別・生年月日・資格取得年月日 ◯ ◯
◯

【システム】

組合員の住所・口座番号
◯

【システム】
（注６）

（注８）

組合員番号 ◯ ◯ ◯ ◯
【システム】

◯
（注９）

被扶養者の氏名・性別・生年月日 ◯ ◯ ◯
【システム】

普通認定の者が、同居から別居になる
場合

◯
【システム】

◯ ◯

特別認定の者が、同居から別居になる
場合

◯
【システム】

◯
【2056】

◯

別居から同居になる又は別居先の住所を変更
する場合

◯
【システム】

◯
◯
（※）

現住所に変更はないが、住民票のみ異動する
場合

◯
【システム】

◯
◯
（※）

共
通

個人番号（マイナンバー）変更 ◯

(注１)県立学校・課所館については、表中に【システム】の記載があるものは総務事務システムにより申請してください。
　　　表中【番号】は総務事務システムの該当様式番号です。
(注２)事実発生日時点で有効期限を迎えていない組合員証、資格確認書をお持ちの場合のみ、返納が必要です。
(注３)県立学校・課所館のみ提出が必要です。
(注４)普通認定の者が住所変更する場合、県費支弁職員及びさいたま市立学校、川越市立川越高等学校、
　　　県立大学の職員については不要です。
(注５)日本国内に住所がなく、国内居住要件の例外に該当する場合は別途書類が必要になります。
　　　（別表２－（５）参照）

(注６)県立学校・課所館の方は、総務事務システムの「人事」→「職員情報」→「氏名変更・旧姓使用」、「住所変更」、
　　　「口座登録」で変更してください。
　　　なお、共済情報のみを変更する場合は、「福利厚生（教育）」→「資格得喪」→「組合員資格喪失・転出・変更・
　　　再交付申告」より申告してください。
(注７)被扶養者は氏名変更をしない場合で、被扶養者分の資格確認書の交付が必要な場合は提出が必要です。（県立学校
　　　・課所館は除く）
(注８)組合員と同居で、共に住所を変更する場合は不要です。組合員の住所変更に伴い、被扶養者が同居から
　　　別居になる場合、または別居から同居になる場合は提出が必要です。
(注９)被扶養者分の資格確認書の交付が必要な場合は提出が必要です。（県立学校・課所館は除く）

氏名…戸籍抄本（本籍地を黒塗りしたもの）の写し
性別・生年月日…変更内容がわかる公的な書類の写し

新規認定（特別認定）のその他と同様の書類

※普通認定で別居から同居になる場合、住民票の写しは不要です。
　また、普通認定、特別認定ともに被扶養者の住所に変更はなく、組合員のみ
住所変更することで別居から同居となる場合も住民票の写しは不要です。

その他
所属所の新設、廃止、所在地の変更等がある場合は、
「所属所に関する報告書（様式第３号）」を提出してください。

紛失・汚
損等

登
録
事
項
の
変
更
等

組
合
員

被扶養者氏名も変更する場合、被扶養者の氏名変更手続が必要です。

変更内容がわかる公的な書類の写し
資格取得年月日の変更の場合は、履歴書の写し（所属所長の原本証明必要）

住所変更の申告をする方で２０歳以上６０歳未満の配偶者が被扶養者に認定さ
れている方は、「ねんきんネット」等で住所変更されているか確認し、変更が
確認できない場合は、「国民年金第３号被保険者住所変更届」【2063】を提出
してください。

組合員番号変更後の採用辞令の写し

被
扶
養
者

区　分

そ
の
他
の
書
類
等

別表３　 登録事項の変更手続提出書類等一覧表 個人番号提出目的以外の書類等に個人番号（マイナンバー）の記載がある場合は、
番号を隠してコピーしたものを提出してください。

（注１）　　　　　提　　　　　　　　出 書　　　　　　　　類　　　　　　　　等
公
立
学
校
共
済
組
合
員
・

（
一
財
）
埼
玉
県
教
職
員

互
助
会
員
申
告
書

（
様
式
第
１
号
の
1
）

被
扶
養
者
申
告
書

（
様
式
第
１
号
の
２
）


